
地方小都市における空き家診断と利活用方策の研究
- 空き家活用による地方都市再生 その２ -

伊勢谷　拓也○

瀬戸口　剛

1. 研究の背景と目的

　日本では地域人口減少に伴う空き家が増加してお

り、各自治体では移住定住促進政策の一環として空

き家の利活用が行われている。また都市計画におい

て、無秩序に発生する空きに対して計画的に対処が

求められている。その研究として、空き家の発生を

予測する研究が進められている。

　北海道下川町では、2017-2019年にかけて大学と連

携して、空き家•空き地対策事業が行われてきた。現

在は、新たに発生する空き家の早期把握に向け、空

き家の将来予測に取り組む意向がある。

　本論では、空き家の実態調査や家屋情報の分析か

ら、空き家となる要因と、空き家の利活用の実態を

明らかにし、建物データを用いた空き家の将来予測

モデルを提案することを目的とする。また、空き家

対策事業を3年間行ってきた中で明らかになった地方

小都市における空き家対策事業の成果や課題、展望

を整理する。

2．研究の方法

　本論では以下4点を行なった。①.下川町の概況1)

と空き家の実態調査の結果を整理する。②.空き家の

実態調査と家屋情報2)の建物データを用いて、名義

ロジスティック分析を行い、戸建住宅*1の空き家と

なる物的要因を明らかにする。③.下川町にて、

2017-2019年の間に把握した空き家の活用事例から、

空き家の活用の流れ•課題を明らかにする。④.②③

より空き家の発生から空き家の活用の流れを整理

し、空き家の将来予測モデルを構築する。⑤.空き家

の要因分析と空き家活用の総括を行う。

3.下川町の概況

　下川町は、町域の90%が山間地域であり、人口約

3300人で65歳以上が40%と、高齢化が進んでいる。

総人口の約8割が市街地で生活しており、環境未来

都市(2011)の選定を受け、持続可能な暮らしに向け

たまちづくりに取り組んでいる。

　クラスター推進部*2が主体となり、国土交通省の

採択を受け2017年から今日に至るまで、空き家対策

事業に取り組み、2018年度は豪雪地域ならではの空

き地対策事業に取り組んだ(図1)。
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図 1  下川町で取り組まれた空き家�空き地対策事業

下川町の人口推移3)/ 住宅状況
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4.空き家�空き地の実態調査

　4-1.調査手法

　2017-2019年にかけて、空き家•空き地の実態調査

を行った。調査概要を表1に示す。(注1:2015年にク

ラスター推進部が作成した空き家調書を用いた)

　4-2.空き家のランク評価

　下川町空き家等判断基準に関する提言書*3を基に

空き家の損傷状態を5段階で評価した。ランク分けの

簡略的なフローを下記にしめす(図2-a)。

　4-3.調査結果

　3年分の調査結果を右図

に示す。売買により利用

可能な空き家が減少して

いく一方で、利用が困難

なC-Eランクの空き家が増

加している(表2)。

　空き家調査後、活用が見込める空き家を選別しク

ラスター推進部に提示した。所有者に連絡を取り、

2018年に2件空き家の売買に繋がった(図2-b)。

　4-4.空き家の実態調査の総括

　下川町における空き家実態調査より、空き家の実

態の特徴と調査の課題を以下に整理した。

【下川町特有の空き家の実態】雪の影響で、一年空

き家を放置しただけでも、損傷が大きくなる。特に

D-Eランクの空き家は、屋根が崩れ落ちていた。空き

家の状態の変容を把握するために、空き家になった

期間と管理の有無を把握する必要がある。

【調査手法】前年度の空き家調査のデータベースが

ある事で、調査がスムーズに行えた。

　一方で、2019年の空き家の実態調査に、転出･転居

届け情報を基に調査を行った。転出･転居届け名簿に

載っていた58世帯中、実際に空き家だったのは12件

であった(表3)。空き家になる要因として、人の転出

•転居が挙げられる。加えて、町内に別の住戸で住み

ながら単に使っていないという空き家も見られた。

【ランク評価】空き家の状態を評価することで、利

用可能な空き家を把握でき、利活用に繋げられた。

　4-5.空き家の建物に関する要因分析

　4-5-1.建物情報の得点化手法(図3）

　ここでは秋山ら4)が用いた空き家得点計算を参考

に、住宅毎の空き家になる可能性を把握する。

　(１)家屋情報から得られる建物の5つの空き家特

性【築年数、居住面積、構造、単位当再建築費、評

価額】を総住宅数が適切なサンプル数で区分けした

(以下、特性区分)。適切なサンプル数として。信頼

水準95.4%をとり、平均空き家率(5.33%)の標本誤差

が±5.00%をとる標本の大きさは最低90個である。 

　(２)総住宅数と調査による空き家(以下、調査空

き家)の数を2017-2019年で特性区分毎に集計した。

　(３)各年で特性区分毎の調査空き家数をその区分

の総住宅数で除した値(以下、調査空き家率)を求め

た。調査空き家率が最も大きくなる特性区分の空き

家得点を100とし、比率を他の特性区分に積算し、

その特性区分の空き家得点とした。

　(４)3ヶ年分の特性区分毎の空き家得点の平均値

より、平均空き家得点を算出した。

　(５)各住宅の建物データに当てはまる特性区分の

平均空き家得点を得る。

　4-5-2.空き家の発生の要因分析

　住戸が空き家になる物的な要因を明らかにするた

めに、名義ロジスティック分析を用いた。住戸にお

ける各特性の得点を説明変数とし、その住戸が空き

家であるかを目的変数とした。有意水準を5.00%と

し、解析には JMP ver15.0(SAS Institute Inc.)を

用いた。下記に要因分析の結果を示す。

　空き家特性のうち、住戸の空き家となる判定に対

して、有意(P値<0.05)な影響が認められたのは【築

年数】のみであった(図4)。次に影響が低い特性を

除外していき、【築年数】と【居住面積】が有意な

影響があると認められた(図5)。

→
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図 3  築年数における空き家得点化計算の流れ

図 5  2019 年の築年数と居住面積の要因分析結果

図 4  5 項目の建物情報の要因分析結果

図 2  空き家ランク決定フローと利活用に繋がった空き家

表 1  空き家�空き地の実態調査の概要

転出届け

届け出
項目

総数

34件 2件 1件 31件 6件

24件 0件 0件 24件 6件

住所不明
既に
空き家

調査対象
空き家

実際の
空き家

転居届け

表 2  年度別空き家調査結果

表 3  転出�転入届けを元に調査した結果の内わけ



5.空き家の活用実態

　5-1.空き家の活用に向けた住宅ニーズの調査

　下川町にて、移住者と町民の方に対し、移住して

きた経緯と住宅に対する考えをヒアリング調査*4で

明らかにした。2017年と2018年の調査で、20名分調

査を行った。内3名は空き家購入者である。

　ヒアリング調査から、移住前の住戸から、現在の

住戸に至るまでの経緯を把握した。その経緯毎で、

住戸を選ぶ要因と、障壁を明らかにした。

【移住後の住戸が町内の公営住宅/民間賃貸住宅】

要因:1.賃貸で住むことが出来る(新しい居住地で新

築を買うハードルが高い) 2.安価に住む事が出来る 

3.断熱などの住宅性能が高い 

障壁:1.公営住宅の入居応募率が高く抽選で決まる

【移住後の住戸が戸建/空き家】

要因:1.社宅として用意されていた(賃貸で契約) 

2.公営住宅だと制約がある(ペット持ち込み禁止)

障壁:1.契約形態が売買がほとんど

【町内における移り住み先が戸建/空き家】

要因:1.安価に戸建に住む事が出来る 2.家族構成に

見合った広い居住面積を確保したい 3.子供を自由に

遊ばせる事が出来る

障壁:1.耐震補強を含む改修費用が別途でかかる

　住宅ニーズとして以下3点を明らかにした。1.移住

者にとって戸建を買うハードルは高く賃貸で家を借

りる。2.家族構成の変化に伴い戸建に移り住む。そ

の際に空き家が一つの選択肢となっている。3.移住

者の賃貸需要と空き家所有者の売却志向のズレがあ

り、空き家活用がスムーズに行えない現状である。

　5-2.情報発信の手法の提案

　ヒアリング調査より、求める情報([子育て環境•

買い物環境•福祉環境•コミュニティ)を含めた住宅

情報を発信した。各手法の内容と成果を整理する。

【空き家バンク(図6)】

内容:住宅情報のプラットホームを作り上げる事を

目的とし、空き家調査で得た情報をHPに掲載した(

図7)。住宅に関わる情報だけでなく、近隣コミュニ

ティなど移住先の暮らしがイメージ出来るような情

報を発信した。2019年1月から運用を開始した。

発信した情報:［住宅］建物の外観と内観写真や間

取り図、家賃や所在地、住宅基本情報

［内観映像］360°カメラによる内観映像 

［コミュニティ］近所付き合い、近所にどのような

人が住んでいるのか、下川町のイベント情報 

［自然環境］景観の良さや自然を感じられる箇所 

［周辺生活環境］「ごみ捨て」や「除雪」といった

私生活に関わる情報［子育て環境］学校までの具体

的な時間、［買い物環境］主要な店までの具体的な

時間、［福祉環境］病院までの具体的な時間

成果:ヒアリング調査*5で明らかにした空き家仲介事

業実績を表4に示す。移住ポータルサイトから空き

家バンクのサイトに移動し、成約した物件は4件あ

った(表4:黄色)。空き家バンクを開設した事で、移

住促進に向けた住宅供給に貢献出来た。

課題:町民は直接、クラスター推進部に赴き購入に

至るなど下川町内で売買が完結していた。移住者に

向けた住宅供給を行うためには、調査から情報発信

までを迅速に行う必要がある。

図 6  空き家バンクホームページ 図 7  空き家バンクに掲載した住戸の詳細データ

表 4  平成 30 年度から令和元年度にかけての空き家仲介事業実績一覧
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【Google My Mapを活用した空き家マップ(図8)】

内容:住宅の位置情報の整理を目的とし、クラス

ター推進部との情報共有の手法として用いた。

発信した情報:［空き家の位置情報］

成果:年度別で空き家の位置情報の閲覧が可能であ

り、容易に空き家の分布の動向が把握できた。空き

家の分布が転々としている郊外の空き家の整理と更

新が容易に行えた。

　5-3.下川町における空き家利活用事例

　下川町にて、空き家を改修し利活用された事例と

して、1.改修して売買を行なった空き家　2.ゲスト

ハウスとして活用した空き家　3.木工の製造場とし

て活用した空き家が確認された。

　空き家を居住住宅として再整備する活用以外に、

改修が必要なB-Cランクの空き家を居住以外の用途

として利活用させている事が分かった。

　5-4.空き家ランク毎での活用実態の分析

　ランク毎に空き家が活用、解体された件数を把握

した(表5)。入居や売買があった空き家は状態の良

いA-Bランク空き家が大部分を占める。活用が困難

なD-Eランク空き家の空き家は活用した例がなく、

解体されるのみだった。空き家のランク(損傷状態)

によって活用の仕方が異なる事が分かった。

6.空き家の将来予測モデルの構築(図9)

　空き家の将来予測に向け、住戸の全体の流れを整

理する。4章:空き家になる要因の分析、5章:空き家

の活用実態より、建物データを用いた空き家の将来

予測モデルを構築する。

【1.空き家になる段階】

　空き家の要因分析より、空き家発生の予測に用い

る建物データは［築年数］と［居住面積］である。

【2.空き家になった後の活用/解体の段階】

　空き家のになった後の変移として、［居住住宅］

［住宅以外］［空き地］が挙げられる。変移の推定

に用いる建物データは［空き家ランク］である。

7.総括

　【空き家の要因】　築年数と居住面積のデータが

空き家の発生要因となっていることが分かった。ま

た、前年度の調査空き家と当年度の調査空き家を比

べると、損傷が悪化している物件が見られた。空き

家の管理の有無や空き家となってからの期間が空き

家のランクを決める要因になる可能性がある。

　【空き家の活用】　空き家のランクによって活用

の仕方が異なていた。利活用の見込めるA-Cランク

と解体を進めるべきD-Eランクの二つに大きく分類

でき、A-Cランクの空き家は居住機能に限らず利活

用させることが重要である。

　空き家バンクに関して、移住者に向けた住宅の供

給に結びき、十分に機能を果たす事が出来た。課題

として移住者の賃貸需要への対応がある。

　【空き家の将来予測モデル】　研究として、今後

も空き家の将来予測を行っていく。下川町における

空き家の実態を分析した事で、住戸の全体の流れと

空き家を予測する際に用いる建物データを明らかに

する事が出来た。課題として今回のプロセスは、建

物データの分析のみであり、人的データを用いた空

き家発生の要因分析が必要である。
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図 8  Google My Map を用いた空き家データ整理

写真 1 ゲストハウス

表 5 空き家になった後の使われ方

写真 2 木工製造所
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図 9. 空き家の将来予測モデル


